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第４章 空き家等の段階ごとの具体的な対策 
１．「予防」（発生抑制） 

■基本方針 

方針①：市民への情報発信により、空き家等に対する問題意識の醸成や意識啓発を行い、

周辺環境に悪影響を及ぼす空き家等の発生抑制に努めます。 

方針②：庁内の関係部署や民間事業者等の様々な主体が情報共有・連携しながら、多方面

から空き家等の発生抑制を働きかけができる体制を作ります。 

■具体的な対策 

⑴ 問題意識の醸成と意識啓発 
市は、市民に対し、将来空き家等を所有することにより発生する問題や周辺環

境に及ぼす悪影響、所有者等の経済的・心理的負担、相続に関する事項などを広

報西東京や市ホームページ、その他各種媒体を通じて広く情報発信することによ

り、住宅が空き家化することの問題意識を醸成します。また、市の取組のほか国

や東京都が取り組む空き家等対策関連制度等について情報発信することや、定期

的に相談会やセミナーを開催することで、市民の空き家等に対する意識を啓発し

ます。 

＜市民に情報発信するチェックシートの例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

□空き家等の問題や周りに及ぼす悪影響などを理解している。 

□家を相続する人を決めている。 

□家や土地の権利関係を確認している。 

□家財道具の処分の方法や費用について考えている。 

□空き家等にかかる税金について確認している。 

□空き家等のいろいろな利活用方法ついて確認している。 

□土地の広さや接している道の条件を確認している。 

□家を管理するときのポイントを確認している。 

□困った時の相談先を決めている。 
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⑵ 多方面から空き家等の発生抑制の働きかけができる体制づくり 
市は、所有者等による空き家等の主体的かつ着実な適正管理が進むよう、住宅

課とその他関係部署、事業者等の様々な主体が連携し、多方面から空き家等の発

生抑制を働きかけることができる体制づくりを進めます。なお、連携体制が整う

ことで、下記のような働きかけを行うことが考えられます。 

＜考えられる働きかけの例＞ 

○高齢者が多く訪れる福祉部署の窓口で空き家等に関するパンフレット等を配

布する。 

○福祉部署等の窓口で、単身高齢者から、（施設等の入所に伴い）自宅の処分や

相続について相談があった際には、住宅課へ案内する。 

○転出届、死亡届提出の際に窓口で空き家等に関する情報提供を行う。 

○納税通知書を送付する際に、空き家等に関するパンフレット等を同封する。 

○相続人代表者指定届依頼通知時に、相続関係者に対して空き家等に関するパ

ンフレット等を同封する。 

○関係部署で、高齢者や自治会等への通知等を送付する際に、空き家等に関する

パンフレットを同封する。 

○地域住民（自治会等）と連携し、将来空き家等になる可能性の高い所有者で

ある高齢者の独居世帯の情報把握を行う。  
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２．「適正管理」 
【国指針４：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

■基本方針 

方針①：所有者等による主体的な適正管理の促進に努めます。 

方針②：空き家等に関する情報の収集・蓄積・共有を行います。 

■具体的な対策 

⑴ 所有者等による主体的な適正管理の促進 
（条例内容の周知と適切な維持管理の必要性の啓発） 

市は、条例の施行及びその内容について、空き家等の所有者等に対して広報西

東京や市ホームページ等で周知し、空き家等の適正管理は、空き家等の所有者等

の責務であることを認識してもらうほか、主体的な管理意識を高め、所有者等自

身による空き家等の維持管理を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
広報 西東京 2019 年４月 15日号 No.454 
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このように、管理不全な空き家等をそのまま放置し、市から特定空き家等に認

定され勧告を受けた場合や命令に従わない場合、固定資産税等の住宅用地特例の

解除や行政代執行等の措置を受けるほか、管理不全な空き家等が原因で第三者が

被害に合った場合、それに対する賠償やトラブル等、所有者等にとって大きなリ

スクが伴うことを周知していきます。 

 

 

（適正管理に関する実施体制の維持・充実） 

市は、協定を締結した専門家団体、工務店や空き家等の管理代行サービスに取

り組む事業者、シルバー人材センターなどの様々な事業者等との連携体制の充実

に取り組みます。事業者等との連携のもと、空き家等を所有することになったが

どうすればよいのかわからないといった基本的な相談をはじめ、適正管理・賃貸・

売却・除却等に関する専門的な相談対応や情報提供を行います。 

 

＜情報提供の例＞ 

○自分でできる管理方法についての情報 

○高齢や遠方等の理由から自ら管理することが困難な場合には、維持管理を代行

する事業者等の情報。 

○空き家等の将来の意向を決めていない所有者等に対し、様々な活用事例や空き

家等を管理し続けた場合の精神的・経済的負担等についての情報。 
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⑵ 空き家等情報の収集・蓄積・共有 

（空き家等情報の収集） 

市は、平成 29 年度に実施した西東京市空き家実態調査を基に構築したデータベ

ースを随時更新するとともに、必要に応じて実態調査を行うことで最新の空き家等

の情報を把握します。また、実態調査や日々の業務において空き家等の所有者等へ

アンケートを行うことで、所有者等の意向などについても把握します。 

なお、情報の収集、集約は、他の施策と併せて行うなど、効率的な方法の構築を図り

ます。 

 

 

（空き家等情報の蓄積・共有） 

市は、収集した空き家等の情報については、データベースを活用して位置情報

や対応記録などを把握できるようにし、適切に蓄積していきます。 

また、データベースに蓄積した空き家等の情報を、関係部署と共有することで、

協力して空き家等の所有者等に対し適正管理を行うよう促せる体制の構築を検

討します。 
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３．「利活用」   【国指針５：空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項】 

■基本方針 

方針①：関連団体との連携・協力による空き家等の利活用・流通促進に努めます。 

方針②：市場の中で利活用・流通が促進される支援制度を検討します。 

方針③：庁内の関係部署が連携し、空き家等を活用した課題解決や施策の実現を目指しま

す。 

方針④：空き家等の除却の支援及び除却後の跡地活用の支援を検討します。 

■具体的な対策 

⑴ 関連団体との連携・協力による利活用・流通促進 
市は、平成 29 年に専門家６団体との協定締結により、関連団体との連携を強

化しました。今後は、専門家団体をはじめとする民間事業者等と連携を図りなが

ら、空き家等の所有者等と利活用希望者を繋ぎ、空き家等の利活用や流通を促進

します。 

⑵ 市場の中で利活用・流通が促進される支援制度の検討 
他自治体や民間事業者等の空き家等の利活用・流通に関する先進的な取組や成

功事例を収集し、市場の中で空き家等の利活用や流通が促進される支援制度を検

討していきます。 
＜参考となる主な取組の例＞ 

○東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業（東京都） 

○東京都既存住宅流通促進事業者グループ登録制度（東京都） 

○ＤＩＹ型賃貸に関する契約書式例とガイドブックについて（国土交通省） 

○全国版空き家・空き地バンク（国土交通省） 

○空き家の発生を抑制するための特例措置（国土交通省） 

また、空き家等の利活用、流通等に関する相談会やセミナーを開催し、利活用、

流通の意識を啓発します。 

＜過去に西東京市が主催した相談会やセミナーの例＞ 
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市 

関係部署 

住宅課 
 

事業者 
（協定締結や登録制
度、アドバイザー派

遣業務委託等） 

空き家等所有者等 

⑦所有者と接触 

②情報提供、アンケート送付 
 
④活用希望者、アドバイザー

派遣希望者等に外部提供の

同意書等を送付 
（同意取得の内容（情報提供先、

提供先における利用目的、 
提供される情報の内容）） 

専門家団体 
・宅建業協会  
・全日本不動産協会 
・建築士事務所協会 
・司法書士会 
・土地家屋調査士会 
・行政書士会 

 

ＮＰＯ等 空き家等を活用した
課題解決や各施策の
実現を目指す部署 

税務・その他の関係
部署 

①空き家等の特定・所有者等の調査 
（固定資産税課税情報、住民票記載情報、 

死亡届、不動産登記情報、 
水道閉栓情報、自治会等からの情報等） 

③相談・問い合わせ、

アンケート回答 
 
⑤同意、派遣申し込み

等 

⑥所有者本人の同意の

範囲で情報提供 

⑦所有者と接触 

⑥所有者本人の同意の 

 範囲で情報提供 

他の地方公共団体等 

⑶ 関係部署の連携による空き家等を活用した課題解決や施策の実現 
空き家等の利活用・流通促進に向けて、子育てや福祉、地域コミュニティなど

の関係部署が連携を図りながら、空き家等を活用した課題解決の取組や各施策を

実現する取組を支援します。 

 
 

■関係部署が連携した空き家等の流通促進のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①

⑥ ⑥

②

④

③

⑤

⑦ ⑦
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また、市は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に

基づく「新たな住宅セーフティネット制度」を推進するため、住宅確保要配慮者

の入居を拒まない住宅（登録住宅）に空き家等を活用できるような仕組を作りま

す。 

 

 

⑷ 空き家等の除却に関する支援策の検討及び情報提供 

市は、空き家等の所有者等による自主的な空き家等の除却を促すための支援制度

を検討します。また、空き家等の除却跡地を公益的な目的で活用するために有効な

支援策を検討し、情報提供を行います。 
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４．「特定空き家等に対する措置」 
【国指針６：特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項】 

■基本方針 

方針①：著しく管理不全な空き家等を特定空き家等に認定し、条例に基づく措置を実施してい

きます。 

方針②：特定空き家等の除却に係る支援を検討します。 

■具体的な対策 

⑴ 条例に基づく特定空き家等に対する措置の実施 

【管理不全空き家等に対する措置】 
（所有者等の責務） 

・空き家等が管理不全状態にならないよう、常に所有者等の責任において、適切

に管理する必要があります。 

・空き家等が管理不全状態になったときは、所有者等または所有する空き家等の

他の所有者等と相互に協力して、管理不全状態を解消するよう努めなければな

りません。 

・空き家等が管理不全状態になったときは、解消するために実施する市の施策等

に協力するよう努めなければなりません。 

（軽微な措置・緊急安全措置） 

・開放された窓の閉鎖など、軽微な措置を行うことで、周辺環境への支障を除去、

軽減できる場合において、空き家等の所有者等がやむを得ない事情により措置

を実施できない場合は、所有者等への同意を得た後、軽微な措置を実施します。 

・空き家等に切迫した危険があり、かつ、所有者等が速やかに当該危険を回避す

るために必要な措置を講ずることができないと認めるときは、当該危険を回避

するために必要な最低限度の緊急安全措置を実施します。なお、緊急安全措置

にかかった費用は所有者等が負担しなければなりません。 

・緊急安全措置を行った際には、その内容を西東京市空き家等対策協議会へ報告

します。 
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【特定空き家等に対する措置】 
（特定空き家等に対する措置） 

著しく管理が不十分な状態の空き家等が発生した場合においては、条例に基づ

き、西東京市空き家等対策協議会への諮問・答申を経て特定空き家等に認定しま

す。 

その後は、特定空き家等の所有者等に対し、空き家等の除却、修繕、立木竹の

伐採その他周辺環境の保全を図るために必要な措置を講じるよう、以下の措置を

状況を踏まえ段階を踏みながら順に行っていきます。 

・第 12 条「助言又は指導」 

・第 13 条「勧告」 

・第 14 条「命令」 

・第 15 条「代執行等」 

※詳細な流れは 47 ページの「特定空き家等に対する措置フロー」参照。 

（支援） 

市は、特定空き家等の所有者等がやむを得ない事情により、助言又は指導に係

る措置を自ら取ることができないと認められる場合は、所有者等の依頼により、

その措置を代行することができます。なお、措置にかかる費用は所有者等の負担

となります。なお、支援による措置の代行を行った際には、西東京市空き家等対

策協議会へ報告します。 

（所有者等が確知できない場合の措置） 

市は、特定空き家等の所有者等を確知できない場合、略式代執行や民法による相続

財産管理人制度の仕組等を活用します。 

「民法第 940 条第１項」 

相続の放棄をした者は、その放棄によって相続人となったものが相続財産の

管理を始めることができるまで、その財産の管理を継続しなければならない。 

「相続財産管理人制度」 

財産の所有者や相続人が不明な場合に、家庭裁判所が選任した財産管理人が

当事者に代わって財産の保存や処分を行う制度です。財産の所有者の所在が

不明な場合は不在者財産管理人、相続人の存否が不明な場合は相続財産管理

人が選任されます。 

 

⑵ 特定空き家等の除却等に係る支援の実施 
市は、経済的な理由から特定空き家等の除却等が困難な所有者等に対し、国や

東京都の補助要件等を踏まえながら経済的支援措置の実施を検討していきます。 
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当該特定空家等の状態
が改善されない場合 

○所有者等に対する勧告 [法第 14 条第２項] [条例第 13 条第１項] 

・固定資産税等の住宅用地特例制度の対象から除外 

正当な事由がなく当該勧告
の措置をとらない場合 

○予防のための助言又は指導 [条例第 10 条] 

（管理不全状態になることへの予防） 

○特定空家等の認定 [法第 11 条] 

緊急に危険等を回避
する必要がある場合 緊急安全措置[条例第 17条] 

所有者等を
確知できな
い場合 

○所有者等に対する助言・指導 [法第 14 条第１項] [条例第 12 条] 

○所有者等に対する命令（公表）[法第 14 条第３～８、11・12 項][条例第 14 条]  

①所有者等への事前通知  ③命令の実施 
②公開による意見の聴取  ④標識の設置及び公示 

措置を履行しないとき、 
履行しても十分でないとき 
期限までに完了する見込みがないとき 

相続財産管理人・不在者財産管理人

制度の活用 

[条例第 19条] [民法第 951～959 条] 

西
東
京
市
空
き
家
等
対
策
協
議
会 

[

条
例
第
21
～
24
条] 

【事前】 

諮問 

答申 

所有者等が自ら措置をとる
ことができない場合 支援[条例第 16 条] 

軽微な措置[条例第 18 条] 

【事後】 

報告 

【事前】 

諮問 

答申 

措置内容が軽く所有
者の同意を得た場合 【事後】 

報告 

【事前】 

諮問 

答申 

【事前】 

諮問 

答申 

法 条 例 

○立入調査等           事前通知した後、身分証等を携帯し、調査を実施 

意見を述べる機会の付与（勧告する所有者に対し）[条例第 13 条第２項] 

○略式代執行 [法第 14 条第 10 項] [条例第 15 条第２項]  

・事前の公告 
※後に所有者が判明した場合に、代執行に要した一切の費用の徴収も可能 

○行政代執行（行政代執行法） [法第 14 条第９項] [条例第 15 条第１項] 

①文書による戒告     ③代執行に要した一切の費用の徴収 
②代執行令書による通知 

○跡地（空家等を除却した後の敷地）の活用 [法第 13 条] [条例第 20 条] 

除却し、更地となった場合 

■特定空家等に対する措置フロー 

 

[法第９条] 
[条例第９条] 

（過料） 
法第16 条 第２項 
第 ９ 条 第 ２ 項 の
規 定 に よ る 立 入
調 査 を 拒 み 、 妨
げ、又は忌避した
者は、２０万円以
下 の 過 料 に 処 す
る 

（過料）法第 16 条 第１項 
第 14 条第三項の規定による市町
村⾧の命令に違反した者は、50 万
円以下の過料に処する 
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5.空き家等の段階ごとにみた具体的な対策と主体別役割 
 

基本方針 予防 適正管理・利活用 特定空き家等 

空き家
等の 
段階 

居住中 
（空き家等となる可能性のある住宅） 

 

空き家等(空き家化) 空き家等の長期化 
 

早期の管理不全状態 

 
著しい管理不全状態 

 

 

 
 

具体的な 

対策 

     

 
 
 
役 
 

割 

市民等 

 

    

地域住民 
（自治会） 

 

    

ＮＰＯ
団体等 

     

事業者 

 

    

専門家 

 

    

市 

 

    

所有者等 

 

    

 

・広報西東京、市ＨＰ、その他各種媒体

を通じ空き家等に関する情報の発信。 

・相談会やセミナー等の開催。 

・関係部署と連携を図り、多方面から働

きかけができるような体制づくりの

推進。 

<働きかけの例（抜粋）> 

・高齢者が多く訪れる部署の窓口で空

き家等に関するパンフレット等の配

布。 

・単身高齢者から自宅の処分や相続に

ついての相談の際、住宅課への案内。 

・納税通知書等の送付する際、空き家等

に関するパンフレット等を同封。 

・高齢者や自治会等への通知の送付の

際、空き家等に関するパンフレット等

の同封。 

適正管理 

・条例の内容についての情報発信。管理不全状態の空き家等を所有するリスクの周知。 

・協定を締結した専門家団体等と連携し、専門的な相談対応や情報の提供。 

・適正管理に関する実施体制の充実。 

・空き家等の発生状況や建物の状況把握のため、情報収集・現地確認の継続的な実施。情報収集・集約の効率的な方法の構築。 

・所有者等の利用意向の把握。 

・空き家等の情報について、データベースの構築と情報の共有。 

・「西東京市空き家等の対策の推進に関

する条例」に基づく措置の実施。 

・特定空き家等の除却に係る支援の検

討。 

 

<条例に基づいた改善指導> 

・助言又は指導による改善が見られない

場合の、勧告、命令、代執行等といっ

た段階に応じた措置の実施。 

・空き家等や所有者等の状況に応じた、

軽微な措置や緊急安全措置の実施、助

言又は指導に係る措置の代行支援。 

・所有者等が確知できない場合の必要な

措置の実施。 

・西東京市空き家等対策協議会への諮

問・答申・報告の実施。 

利活用 

・関連団体との連携・協力による利活用や流通の促進。 

・成功事例の情報の収集。利活用等に関する独自の支援や施策の検討。 

・空き家等の利活用・流通の意識啓発。 

・関係部署が連携した空き家等を活用した課題解決や施策の実現に向けた取組の推進。 

・住宅セーフティネット制度などの情報提供・情報共有・周知。 

・空き家等の所有者等による自主的な空き家等の除却等を促すための支援制度の検討。 

・空き家等を除去した跡地を公益的な目的等で活用するための有効な支援策の検討や情報提供。 

・相談への助言      

・空き家等の流通・利活用、跡地の利活用  ・ＮＰＯ等との連携 
 

・相談会、セミナーの開催（予防） ・相談会、セミナーの開催（利活用・適正管理） 

・相談会、セミナーへの参加（利活用・適正管理） ・相談会、セミナーへの参加（予防） 

・市内の空き家等に関する情報提供 

・地域の寄合等の際に、相談会やセミナーを開催 

・地域の空き家等に関する情報提供 

・空き家等の所有者等の気軽な相談相手 

・相談への助言や市と連携した所有者等への支援 

・団体の活動等についてのＰＲ等 

・相談会、セミナーの開催（予防） 

・空き家等の情報収集 

・支援制度の検討（除却） 

・広報西東京や市ホームページ等を通じた情報発信 

・支援制度の検討（利活用・適正管理・除却や跡地の利活用） 

・データベースの構築・情報共有 

・条例に基づいた適切な改善指導 

・相談会、セミナーの開催（利活用・適正管理） 

・相談会、セミナーへの参加（予防） 

・市の窓口等や地域住民（自治会）への相談  ・相続等の必要な手続きの実施 

・相談会、セミナーへの参加（利活用・適正管理）  ・管理不全とならないための措置の実施 

・高齢者の独居世帯に関する情報提供 

・助言又は指導に対する改善措置の実施 

・管理不全予防のための助言・指導 

・空き家等となる可能性がある物件の情報
収集 

・多方面からの働きかけが可能な体制づく
り 

・相続等への助言や支援 


